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研究論文

福島原発事故に起因した水戸市の大気中放射線量の予測

放送大学茨城学習センター* 山口丈夫・塩見正衛・竹内孝・白岩昭年・石田紀久

要旨

2011年3月12日に東京電力福島第一原子力発観市こおいて水素爆発が発生した。爆発以降、水戸市内に所在する測定点

の大気中で測定された放射線量(空間放射線量とも呼ばれる)が急上昇しており、方鮒線による生活への影響が心配されてい

る。本研究では、大気中搬す線量の変動を予測するモデルを構築し、水戸市における今後の糊搬量の動きを示した。本モ

デノレは、原発事故由来の糊性物質からの線量の半糊に依存した指数関数的な減少を数式化し、環境蓄積している搬す

性物質の風雨等による自然除染線量による補正を行った。このモデ、ノレを用いて、 2011年6月 ~2012年3月の大気中搬す線量

の実測値を回帰分析し、 2012年4月から2014年3月までの大気中搬す線量の予測を行った。予測では、水戸市の闘す線量は

原発事拠年後の2013年3月には事故以前の白鮒鮒線量の最大値(0.056μSv/hr)より若干高川直(0.065f.lSv/hr)を示したが、

事制年後の2014年3月には自然皮樹線量の水準まで低下した。毎時・毎日の大気中搬す線量を積算した大気中累積放射線

量の予測値は、原発事故1年目、 2年目ともに1mSv/年を下回った。一方、頻繁に見られた大気中搬す線量が突如上昇する現

象は、短時間の「強い降水」と「謝鼠jによって引き起こされることが重回帰分析によって示された。

キーワード:空間棚機量、自然放射線量、大気中湖す線量、突発値、糊惟セシウム、累積放射線量

1.はじめに

2011年3月 12日に、水素爆発が東京電力福島第一原

子力発電所(以降、福島原発と略す)の1号機で発生し、

引続いて 3号機で発生した。水素爆発によって大気中に

放出された放射性ヨウ素、放射性セシウムなどの放射性

物質は、これらの事故時およびその後の気象条件や地

形・地勢に左右されて非対称的に福島原発近隣のみなら

ず、福島県内はもとより茨城県を含む周囲の県に広がり、

森林、住宅地、農地、原野、さらに広範な海域に分散する

にいたった(日本原子力研究開発機構 2011，米国エネ

ルギー庁 2012)。茨城県のほぼ中心に位置する水戸市

は、定点において長期にわたって放射線測定が行われ

てきている。水戸市内では、 3月 15日以降に大気中で測

定された原発由来と考えられる物質による搬す線量が急

上昇し、 5月末になっても自然法坊す線量の約 5倍のレベ

ルで、あった(茨城県環境放射線監i見センター 2012b)。原

発事故以前はj臨道に次ぐ国内第 2位の農業生産額を

誇っていた茨城県は今回の原発事故発生地から近距離

にあり、当地の農業は大きな経済的被害をこうむった。県

内で生産された農作物や食物の摂取を通じた内部被曝

や、学童に対する外部被曝を心配する声が高まった(たと

えば、東京都健康安全研究センター 2012)。
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多くの住民が原発事故以降、報道機関から発表される大

気中の放射線量によって、生活上の行動を決めている。

水戸市の測定値を、土壌や農f科勿、水産物などの環境の

もつ槻す性物質の量と同ーとみなすことはできないが、原

発事故発生後の水戸市内の短期・長期の闘す線量を解

析し、放射線問題に対する理解の一助にしたい。

茨城県内には多くの原子力施設が設置されているため、

事故以前からいくつかの定点で、大気中放射線量(母岩、

土壌、人工的構造物表面、大気中に浮遊する物質が有す

る総放射線量を地上の一定の高さで測定した線量)の測

定が行われてきた(茨城県環境放射線監視センター

2012b)。原発事故由来の湖唯物質e34Csと137Cs)は測

定点周辺の環境(皇陛麦、樹木、人工的構造物上など)に蓄

積している。本研究では、これらの放射性物質の放射線

量の自然崩壊速度による減少や、風雨等による移動・集

積によって増減することによる変化、および、自然搬す線

量(時間的に一定と仮定)を推定するモデルを作成した。

第 1の研究課題は、水戸市内で測定されてしも槻オ線量

の経時的変化をj捌:し、本モデルに基づく統制勃庁によ

って、今後、放射線量が安定な水準に減少するまでの日

数と線量の予測を行うことである。事故後の大気中の糊す

線量は、測定，削司辺の環境に蓄積した搬す性物質から出

る鵬守線量と自然放射線量の総計である。事故による放

射線量は時間とともに減乙かしていくが、その減少速度が放

射性物質の崩壊速度よりも速いか遅いかを調べることが

第2の研究課題である。



52システム農学(J.JASS)， 29(2)， 2013 

放射線量が生物に与える影響は単位時間当たりの大

気中放射線量だけでなく、大気中捌線量を積算した累

積大気中槻搬量にも依存する(鵜飼 2007)。本研究で

は、累積大気中放射線量の経時的変化の予測を第 3の

課題として検討する。さらに、日常の大気中搬す線量は風

向などの気象条件に影響されているかどうかを解析・検討

する。

2.材料および方法

2.1 測定地点および測定値

水戸市は東京電力福島第一原子力発範庁の南南西約

130蜘 l措置する。公表されている水戸市内の測定定

点は水戸市石川|町、水戸市吉沢町、水戸市大場町の 3

箇所で、これらは茨城県設置測定局(固定局)に指定さ

れている。測定点は標高約 30mで、測定感部は地表か

ら3.45mの高さに設置されている(文才日科学省 2012)。

水戸市の3固定局において10分間隔で置鯨されたデー

タが公表されてしもので(茨城県環境放射線監視センタ

ー 2012b)、このデータベースから毎日、午前 9時毛期生

のデータをヒ。ツクアップして、 3固定局聞で最も高い数値

を実演lJ1i直として{吏用した。

また、新たな原発由来の放出がなくても頻繁に起こる放

射線量の急上昇(突出値と呼ぶ)の原因究明のために、

2011 年 6 月 1 日 ~2011 年 9 月 30 日の文部科学省発表

のデータを使用した。現在はこのデータは茨城県環境監

視センターのホームページで見ることができる(茨城県環

境放射線酎見センター 2012b)。

2.2モデル

2011年 6月 1日以降、主な大気中湖搬量は原発事

故由来の放射性セシウムに依存する。本モデルでは、セ

シウムの半減期に基づいて指数関数的に減衰する特性

を赤血ふんだ(田崎 2012a)。一般に、環境中の放射性物質

は、気象・水文条件など、の影響で、経時的に集積や分散

が生じる。水戸市内の測定点で、は、周辺の地表、道路、

溝、樹木や建造物上等の環境に集積していた放射性物

質は、風や雨などの気象の影響で自然に拡散して薄めら

れると考える(以降、自然除染と呼ぶ)。従って、大気中放

射線量の実測値は事故当初に集積していたセシウム自

体の崩壊による放射線量の減衰速度よりも急漣に減衰す

ると考えられる(羽田野 2011，大谷ほか 2012)。この自然

除染量は時刻 fとともに指数関数的に減少すると仮定し、

セシウム自体の崩壊による放射線量の減衰速度を自然除

染の速度(率)で補正した。また、原発事故以前から存在

する自然放射線量n の範囲は 0.036~0.056 凶v!hr(文部

科学省 2012)であるが、以下では茨城県環境放射線監

視センター(2012a)の2009年度の平均値》ら0.04μSv!hr

(一定)と仮定した。自然放射線は、当原発事故に由来し

ない母岩、土壌やラドンなど大気中の浮遊元素、宇宙線

に由来するものである(鵜飼 2007)。これらの考えをまと

めて以下に示すモデルを得た。

134CSからの大気中掛搬量xの微小時間 dtにおける

変化量をdx、137Csからの大気中搬す線量yのdtにおけ

る変化量を砂とし、 dxとdyはそれぞ、れ現存するxあるい

は y に比例して減少する(岡崎 2012a)。また、自然除染

の対象となる大気中湖槻量の dtにおける自然除染量

は、 134CSは xに比例し、 137CSはyに比例して減少すると

考える。 aとbはそれぞれ134CSと137CSの崩壊速度に関す

る既知の定数、 yは自然除染あるいは周囲環境からの集

積の速度に関する未知の定数とする。以上から、

dx=一(α+y)xdt

dy=一(b+y)川t

これらの2式訪も、次の式が得られる:

x = Aexp( -at)x Cexp( -yt) 

y=Bexp(ー占t)xCexp( -yt) 

(1) 

(2) 

。)

(4) 

ここで、ムBは初期値で決まる目歌口の積分定数、 Cは未

知の積分定数である。

時刻tにおける大気中搬搬量u(t)(μSv/!hr)は上式と

白糊鮒線量から、次式のようにまとめられる。

u(t) =μexp(-叫 +Bexp(-bt，)]x Cexp←ゅ +n (5) 

今回の事故では、 2011年 4月 1日の時点、の 134CSと

137CSからの搬す線量はBq比で I対 1、Sv比に変換す

ると2.7対 1であった(田崎 2012a)。このことから、2ヶ月

後の2012年6月1日においてはSv比で、2.6対1となる。

式5において、定数AとBは、 2011年6月1日の方鮒線

量の実視.1J1i直(= 0.10μSv!hr)から自然放射線量 n= 0.04 

凶v!hrを差し引いた0.06μSv!hrを 134CSと137Csの Sv比

で按分して求めた。一方、未知数 Cおよびyは、大気中

搬す線量の実測{砂ら、式引こ対する回帰分析により推

定した。

式 5の積として現れる項Ce勾(ヴt)は自然除染されなか

った大気中湖櫛量の比率を表し、たとえば血却(-at)x 

C叫(ザ)は、時刻t(t日目)に 134CSの崩壊による糊槻

量のうち、自然除染により大気から除去されたあとに残さ

れている搬す線量を表している。



2.3モデル解析に用いた大気中放射線量の測定値

福島原発事前麦、大気中湖オ線量は急激に上昇し、そ

の後急激に減少する第1期(急減期:2011年3月15日~

5月31日)と、徐々 に減少する第2期(漸減期:2011年6

月1日以降)に分けた(図 1)。第1期では放射性物質のヨ

ウ素(半減期 8.1日)が大きく影響していると考えられ、第

2期ではセシウム(半減期は 134CSが2.1年、 137Csが30.2

年)が主な放射性物質である。半減期が短いヨウ素の崩

壊による大気中湖槻量は、原発事故から 80日後には

1/10併になり、影響はほぼなくなる。したがって、本研究

では、 20日年6月1日(原発事故から82日目)以降、 2012

年3月31日までの305日間の大気中搬す線量の実測直

を用いたモデルを考えた。

:Y:取批札ιん叫一一一ゆ一一一竺...一:プ目
0引i第T噛期(晴窓減期)ぶ:ザ1↑一一第z翼綴ij(葬灘E滋灘y去:一一一一一
寸加加…1制吋しJ旦噛担但但四E邸二嬰L 一J| 

0ω叫.之引:芽診一匂弘;ご「一一一→卜一一一一一一一一一一一一一一…一 一A"γ，戸一一一一一一一←一一 B C 

↑2011/3/15 i 2011(6/1 201213/31↑ 

[a]半減期8.1日のヨウ素の最濯が実質的になくなる2011年6
月1日-2012年3月31日の実i.ltll債を用いたモデルを作っ
て予測式とした。赫のような点AとBは突出値の例。

図1水戸市における大気中放射線量の推移

(2011年3月15日から 2012年3月31日)

2.4累積大気中放射線量の解析

2011 年3 月 15 日 ~5 月 31 日で、は時間当たりμSv値で

表わされている大気中放射線量の実測値を、 1日当たり

大気中搬す線量(mSv)に換算して積算した。 2011年6月
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「当日の最大風車 X3(mlS) J、「当日の風向判、「前日の

最大風速 Xs(mlS) Jおよび「前日の風向 X6J(気象庁

2012)の6変数を採用した。重回帰分析では、 AICを基

準として説明変数を選択した(藤井 2009)。

3.結果

3.1 実測値のモデルへの適合

図2 は水戸市における 2011 年6 月 1 日 ~2012年3 月

31日(305日間)の大気中の放射線量の実測値とその回

帰分析から推定したモデル値を示しているou(のを時刻 t

(単位:日)における大気中搬す線量(μSvlhr)とすると、式

5の推定値は次のとおりである.

uCの=[0.0科e却(ーu.00092の+0訓 6e却(ーU.OOOO位9t)]

x 0.8911exp(ーu.0006の+0.04 (6) 

ここで、 2011年6月 1日院長の以csおよび137Csの大気

中放射線量比は A=0.044とB=Oβ16となった。また、 α

= ln(2) / (2.065 x 365) = 0.00092および、b= ln(2) / (30.17 x 

365) = 0.0000629は、それfぞれ134CSおよび137αの崩壊

速度に関する定数である。式6の[ ]内第1項、第2項は、

時刻 tの、それぞれ 134CSおよび 137Csの崩壊にもとづい

た放射線量を表している。自然除染の項における c=
0.8911とy=0.0006は、時刻tのu(t)に対向する回帰分析に

より推定した。ここで、γ>0は放射性物質の環境からの減

少、すなわち自然除染を意味している。 0.04は水戸市に

おける自然皮鮒線量 nである。推定したモデ、ルと測定デ、

ータの関係を図2に示した。

放射線量
..sv/hr 
0.11 

0.1 

一“実測鍾-!i重婚式

1日以降の1日当たり大気中放射線量は、この角勃庁によっ 0.09 

て確定したモデルの定積分により求めた。 0.08

2.5大気中放射線量の突出値の解析

頻繁に見られる大気中湖搬量の突出値(図1の点、A、

Bなど)が発生する原因を探索するため、以下のような重

回帰分析を行った。大気中放射線量のモデルによる推

定値》ら正の方向に大きく突出した上位 14個のケース

(0.0063~0.0294μSvlhr) をヒ。ックアップρして、[大気中放

射線量の測定{闘 [大気中財搬量の推定イ町を目的

変数hとした。説明変数としては、「当日の 10分間最大

降水量Xl(mm)J、「前日の 10分間最大降水量X2(mm)J、

0.07 

0.06 

10'¥.111¥1'1. 10¥111110 1011.1101'1.9 101¥1¥11
11 

'1.0¥11111 

[a] 2011年6月1日から2012年3月31固までの305日聞の
実i.ltlJ値から回帰分析でモデルの係数を決定した。

図2大気中の放射線量の実測値と推定したモデル

3.2モデルによる大気中放射線量の予測

図 3 の 2011 年 6 月 1 日 ~2012年 3 月 31 日における

水戸市の大気中搬す線量の期rHj直は、モデル(式6)を推
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定するために用いた。図3は、 2012年4月1日以降にお

ける線量のモデルによる予測値を示している。原発事故

以前の自然法娩す線量は 0.036~0.056μSvlhr(文部科学省

2012)であったが、原発事故2年後(2013年3月末)の放

射線量の予測値は 0.063凶vlhrで、平常値(自然去鮒線

量)よりわずかに高い値になった。原発事故 3年後(2014

年 3月末)には、大気中の放射線量の予測値は 0.055

μSvlhrとなり、平常時における最大値レベノレまで低下し

た。

図3によると、第2期(漸減期)における大気中の搬す

線量は、① 134CS由来の部分、② 137Cs由来の部分と③

自然搬す線量に分けられる。半減期が2.1年の 134CSから

の放射線量は急速に減衰するが、半減期が 30.2年の

137Cs由来の搬す線量の減少は非常に樹軒、また、白然

搬す線量は一定である。

一一実測健
闘"…竜君主ノ ム131
同一予測量産

ヂ織0.12
0.1 

0.08 
0.06 

山町会セシウム134
船時掛鰍鰯糖

[a] 2011年6月1日-2012年3月31日の実測値にもとづいて
予測した式6によって計算した。間Gsと叩Csの放射線量の
曲線は半減期に基づく崩壊特性を示し、自然除染によって
除去される量を含んでいない。

図32014年3月31固までの大気中放射線量の予測、

1担Csと137Csに由来する放射線量の変化と自然放

射線量

3.3累積大気中放射線量の推定と予測

図4に水戸市の累積大気中耕線量の推移を示した。

原発事故1年後(2012年3月)の水戸市の累積大気中放

射線量は0.92mSv/年となった。原発事故2年目の 1年間

では 0.61( = 1.53-0.92) mSv/年で、あった。これらの値

は自然放射線量0.04μSvlhrを含んでいる。なお、原発事

故がなかったと仮定した場合(即ち、自然湖す線量のみ

の場合)fこは0.35mSv/年であった。

3.4大気中放射線量の突出値の解析

突出値(目的変数)hに対して、「当日の 10分間最大降

水量 Xl(mm) Jと「当日の最大風塞 X3(mls) Jを説明変数と

する式3がAICを最も小さくした。

h=巴却(-5.232+ 0.049&1 + 0.0878x3) σ) 

修正決定係数は 0.593であった。変数選択に用いた他の

説明変数は、統計的に有意にならなかったため、回帰式

にとり入れなかった。式3から、 h、X)>X3の関係を視覚化し

たものを図5に示した。
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[a]原発事故後2年聞の累積大気中闘す線量は1.53mSvと予
j則され、2年目の 1年間当たりの累積大気中放身槻量は
0.61 mSv/年。

図42013年3月31日までの累積放射線量の予測

[a]突出値h(μSv/hr)はrlO分間最大降水量」と「最大風速」から
式3を用いて推定できた。Oは台風5号襲来時の値。

図5放射線量の突出値hを発生させる原因

4.考察

4.1 大気中の放身槻量のモデルと実;sll値

本研究におけるモデルでは、大気中の方贈す線量に関

与している 2種類の放肘}生物質(134CSと137Cs)の既知の

崩壊速度を基本とし、さらに測定点近くの環境中から風や

降水等によって除去されていく大気中糊線量の自然除

染量は指数関数に従って減衰するとした仮定が含まれて

いる。この自然除染をどのような関数により、どのような気



象・環境要因を用いて表すかは、モデル作成者の意図に

左右される。大谷ほか(2012)は自然除染の効果を見るた

めに、気象要因として日降水量、風向を考慮した風速お

よびこれらの変数と測定日との交互作用を説明変数とした

モデルを用いて、福島市や飯館村で適合のよい結果を

得ている。大谷ほか(2012)のモデルの考え方は、自然除

染の効果の扱いについて本研究のモデ、ノレと異なるけれ

ども、半減期に基礎をおいたモデルである点は本研究の

モデ、/レと同じで、ある。

本研究で得られたモデ、ルにより予測の可能性を考察す

るために、 2012年3月31日までのデータによる回帰分析

で得られたモデル(式6)を、 2012年4月1日以降にタ付帯

して予t剛直を示し、そこに、 2012年 4月から 2012年 10

月までの水戸市における実演U1i直をプロットした(図 6)。こ

の期間のモデル予浪U1i直は水戸市吉沢町を除く 2つの町

の新たな測定値にもよく適合していることが確かめられた。

したがって、本モデルによって水戸市における放射線量

の将来予測ができると考えられる。本研究で取り上げた水

戸市内の測定点は既主の如く 3箇所であり、毎日の実測

値はこれら3箇所の午前9時における最も高い値を実測

値として用いた。このため、大気中放射線量が常に低い

水戸市吉沢町の測定値はモデ、ルを推定する際に含まれ

ていなかった。これが、吉沢町の実測値が予測値と事離

している原因であろう。

放射線量 一予測式 s水戸市宮沢町・水戸市大場lIf・*戸市石JII町
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[a]プロットは、2012年4月1日から 2012年10月1固まで
の水戸市大場町、水戸市石川町、水戸市吉沢町の実現11値

図6水戸市の放射線量の予測値と実測値

水戸市における 10ヶ月間の大気中搬す線量測定値の

モデル角勃庁カミら(図3)、原発事故2年後の2013年3月に

は約0.63μSvlhrに落ち着くことが予想される。一方、糊す

性元素の崩壊のみを線劃刻、要因とした場合、すなわち、

式6から自然除染の係数部分0.8911exp( -0.0006t)を除

いた計算では2013年3月には0.080μSvlhrとなり、この

モデ、/レにおける急J患な減少は、放射性セシウムの半減期

の計算による減衰速度だけでは説明できない。このことは、
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本モデルの「測定地点付近の放射性物質は何らかの原

因(おそらく、風や雨)により自然にその地点から除染され

ていくため、大気中放射線量は半減期をもとに計算した

値よりも急速に低下する」の仮定を支持している。ただし、

環境中の搬す性物質が自然除染されて減少したとしても、

除染された放射性物質は、たとえば、より深い土壌中や

海水中、生物体や作物体などに移動して再蓄積されてい

る(山口ほか 2012)から、大気中で測定した放射性物質

が減少したために、環境全体がより安全になったとは必

ずしも言えない。

水戸市では事故 3年後には、原発事故以前の平常値

(0.036~0.056μSvlhr) (文部科学省 2012)の最大値レベ

ルまで、低下すると予測された。また、水戸市における2011

年3月からの 1年間と、 2012年3月からの 1年間の累積

大気中搬す線量の予測直はそれぞれ 0.92mSv/年、およ

び 0.61mSv/年であり、原子力安全委員会の累積搬す線

量の安全基準 1mSv/年以下(搬す線医学総合研究所

2011)であるから、両期間ともこの安全基準を満たしてい

る。

4.2突出値の問題

頻繁に現われた、突出して高い線量値(図 2)に最も大

きく影響する因子は、強い雨(=当日の 10分間最大降水

量)と強い風力(=当日の最大尉塞)であった。これは、前

日や当日の降り始めの雨によって、環境中のラドンを含

む放射性物質が地表近くに降下したためと考えられる

(VandenBygaart et al. 1999，山形県 2012，岡崎 2012b)。

決定係数から、この 2つの説明変数(強い雨と強い風)で、

全変動の中の約60%が説明できた。

20日年9月 21日に茨城県を台風5号が襲ったとき、

水戸市の 10分間最大降水量 Xlは 15mm、最大風車 X3

は 11.8mlsであった。これらの値を式3に代入すると、突

出値hは0.03μSvlhrとなり、この時の突出値(=[大気中

搬す線量の測定イ町一[大気中槻槻量の推定{町 )0.029

j.tSvlhrと概ね一致した(図5)。

4.3大気中放射線量モデルの意義

原発事制~、インターネット等で公開されているデータ

の放射線量は、半減期の異なる放射性物質(131I、134CS、

137Csなど)から放出される搬す線量と、自然波鮒線量のト

ータルで、ある。これらのデータは原発事故が発生した時

点Jから時聞がたつと、半減期の短い11頃に消滅していく。例

えば 131Iは半減期が 8.1日なので、原発事故直後には高

い線量をもっていても、線量は日にちとともに急速に小さ

くなり、 2011年 6月 1日以降では、原発事故に起因する

湖惟物質は主に 134CSと137Csだけとなる。 134CSと137Cs
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の搬す線量の発生比率は文献等から知ることができる(田

崎 2012a)ので、 134CSと137Csの各半減期に基づく大気中

湖撤量が指数関数的に誠少する特性を容易にモデル

に組みこめた。しかし、大気中湖槻量の期l胞は 134CS

と137Csの減少特性よりはるかに大きな指数関数的減少を

示したため、測定点近辺の環境からの自然除染にその原

因を求めなければならなかった。本モデ、ルで、は 134CSと

137Csの崩壊による放射線量の指数関数的減少を、自然

除染がより激しく減少させていると考えた。これにより、原

発事故後の大気中搬す線量の推移の推定と予測に有効

性を持たせることができた。

ある環境における土壌や植物、生産された食物がもっ

ている糊搬量は、必ずしも大気中の搬す線量と同一で

ない。毎日公表されている大気中の湖槻量は、簡易に

測定できる一環境情報を与えるだけであるということを銘

記しておかなくてはならない。しかしながら、このような一

般市民が得ることのできるデ、ータを使ったモデ、/レlこよって、

近未来の状況を判断できることは、私たちの生活や食物

の安全性の確保に多少なりとも貢献できると考える。

原発事故で放出された財唯物質は、長期にわたって

環境中に存在し続けるので、その間被災地で生産される

農イ慨は自然糊線量より高い搬す性物質を含むことlこ

なる。これは仮に低線量であっても消費者に内部被爆を

もたらし、危険性があることを否定できない。人体に対す

る長期低線量被曝に関するデータはいまだ蓄積が少な

いため、その影響については様ざまな論議がある(岡崎

20 12b，馬場・山内 2012)が、多くの湖槻生物学者はい

まだ解明されていないとしている(鵜飼 2007)。したがっ

て、今後も長期低線量被爆には十分な関心を持ち続ける

必要がある。

詩括幸

放送大学茨城学習センター湯本錬三氏が作成した放

送大学学生講演会(2011年12月18日)資料「福島第一原

発事故と放射線の関係jを参考にさせていただき、かっ、

放射線量に関するこ、指導を賜った。
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Con仕ibutedpaper 

A forecast of the atmospheric radiation doses in Mito City caused 

by the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant accident 

Fumio Y AMAGUCHI*， Masae S田 YOMI*，Takashi TAKEUC阻*，

Akitoshi SHIRAIW A * and Toshihisa ISHIDA * 

Ib紅百kiStudy Center，官官OpenUniversity ofJapan* 

(R∞eived 25 April2012;泊曲凶form15 January 2013) 

Summary 

白1March 12， 2011，吐leFukushima Daiichi Nuclear Power Plant of the Tokyo E1巴C廿icPower Company caused a鈴quent

hydrogen explosion. After the explosion， th巴atmosph出cradiation doses at m闘訓泊gpoints in Mito Ci臥Ib翻kiPrefi削眠， have 

rapidly inロ'eased，which haveωused吐leconcernsめoutthe bad effects on residen包， life by世lea皿osphericradiation doses. For our 

analysis， we prepared a model for forecas出昌也白白加ref1uc知ationsof the atmosph巴ricradiation doses in MiめCity.官邸modelwas

builtぬsedon肱 exponentia11ydecreased radiation dos巴島 dependingon世leirown dω~r融s; t加 eradiation doses were resulted 

企umthe nuclear pl副総cidentand 即岨吋bynatural dωorr加凶nation，byw泊d組 drain， of the radiation do悶巴nvirorrmentally

a∞umulatα1. We made a forecast of世le繍nosphericradiation doses between April， 2012 and l¥伽'ch，2014， byapp刷ng吐usmodel.

官邸fore伺 stshows伽 t白eradiation doses ofMito City would be v吋uωdun侃March，2013， two years after白巴accident，to白elevel

a little higher (0.065μSv/hr)白m世lena旬ralradiation dos凶 beforethe accident (0.056凶v/hr)， and伽 tther叫ia世ondo蹴 ofMito

City in Marchラ2014，白reey'叩'Safter the accident， would be reduced to the level of natural radiation doses. The for，∞astvah.l凶 ofthe

yearly accumula凶 a回 osphericradiation do悶 measuredby hourly 凶 isshows伽 t批 val附 wouldbe reducedωthe na旬ral

radiation level (1 mSv.伊')， both one y'伺 rand何 oy'伺路 afterthe accident. As必rthe suddenly increased radiation doses frequently 

observed， we clarified by multiple regression analysis白at白esephenomena were caused by世le∞mb回世onofboth“heavy 

precipitation" and“high wind vel<∞ity". 

Key Words: Acumulated radia世ondoses，A回 osphericradiation doses， Natural radiation doses， Radioactive ∞哩ium，Spacer百diation

doses， Suddenly increased values 
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